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仕  様  書 

 

1.件名:ソースメータ 一式 

 

2.研究の概要 

産業技術総合研究所 （以下、産総研という。）先端半導体研究センターでは、現

代社会の頭脳と神経の役割を果たす半導体集積回路を構成する電界効果トラ

ンジスタの更なる高集積化や高性能化に向けた研究開発を推進している。従来

困難とされてきた半導体集積回路の微細化限界の突破に向けた研究開発に必

要となる装置群を整備し、新材料・新構造トランジスタの開発能力を拡充する。 

 

3.物品の概要 

本装置は、作製した新材料・新構造トランジスタの超微小電流・電圧測定を目

的とした電気特性を評価するための装置である。 

 

4.物品の構成 

4-1:ソースメータ(2ch) 2台 

4-2:トライアキシャルケーブル 一式 

 

5.構成別仕様詳細 

5-1:ソースメータ(2ch) 2台 

①チャンネル数が 2ch以上であること。  

②4象限電圧/電流源であること。 

③最小電流測定分解能が 0.1fA以下 (@100pAレンジ)であること。 

④電流測定確度が 120fA以下(@0A測定時)であること。 

⑤最小電圧測定分解能が 100nV以下 (@200mVレンジ)であること。 

⑥入力インピーダンスが 10^14Ω以上であること。 

⑦最大印加/測定電流が DC1.5A以上であること。 

⑧最大印加/測定電圧が DC200V以上であること。 

⑨大容量モードを有すること。 

⑩最大負荷インピーダンスが 50μF以上であること。 

⑪制御に LAN, USB, GPIB, RS-232を装備していること。 

⑫トリガが 0.5μsec以下であること。 
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5-2:トライアキシャルケーブル 一式 

①トライアキシャルケーブル(2m)が 8本であること。 

②トライアキシャルケーブル(0.3m)が 4本であること。 

③トライアキシャル Tアダプターが 5個であること。 

 

6.支給品・貸与品 

6-1:なし 

 

7.特記事項 

7-1:納品する装置等について、法令に基づく申請、届出、又は、報告等が必要

な場合は、適切に実施すること。産総研が自ら行う必要がある場合は産総

研担当者に対し、手続きに要する期間を勘案し、手続きが遅滞しないよう、

手続きに必要な情報の提供を行うこと。 

7-2:保守・修理可能な体制を国内に備えること。また、日本語による対応が可

能なこと。 

 

8.出荷前検査・納品確認試験等 

8-1:受注者は、納入に先立って、自己の標準的な検査項目に準じて出荷前検査

を実施し、その結果を性能試験成績書として、本装置の納品時に提出する

こと。 

8-2:本装置を搬入、据付、調整の後、調達請求者の立会のもと、仕様書を満た

していることを確認したうえで、員数検査および動作確認を行うこと。 

 

9.納入物品 

9-1:(1)ソースメータ 一式  

(2)取扱説明書(Web版) 各  一式 

(3)校正証明書          各 1通 

(4)性能試験成績書      各  1通 

(5)納品確認試験成績書  各  1通 

※(1)～(5)は同日納品とする 

※(3)(4)(5)は紙媒体とする（難しい場合は電子媒体も可）。 

※電子媒体の場合、原則として USB メモリ等の外部電磁的記録媒体は用いない

こと。 
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10.納入の完了 

10-1:本件は「9. 納入物品」に記載された納入物品が過不足なる納入され、仕

様書を満たしていることを確認して、納入の完了とする。 

 

11.納入期限及び納入場所 

納入期限：2025年 9月 30日 

納入場所：〒305-8568 茨城県つくば市梅園 1-1-1 

つくばセンター中央事業所 2群 2-13棟 423室 

国立研究開発法人産業技術総合研究所 先端半導体研究センター 

 

12.付帯事項 

12-1:搬入・設置完了後の養生材、梱包材は納入者が引き取り、適正に処理す

ること。 

12-2:納入時には、本装置の安全操作及び一般的な保守について講習を行うこ

と。 

12-3:納入された製品における能力内の使用中に発生した、納入の完了後 1 年

以内の故障については、その修理、調整等責任をもって無償で行うこと。 

12-4:本仕様書の技術的内容及び知り得た情報に関しては、守秘義務を負うも

のとする。 

12-5:本仕様書の技術的内容に関する質問等については、調達請求者と協議す

ること。また、本仕様書に定めのない事項及び疑義が生じた場合は、調

達担当者と協議のうえ決定する。  

12-6:グリーン購入法適用品の場合は、グリーン購入法に定められた判断基準

を満たすものを納入すること。 

 


